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調査の概要

４．回収状況

　調査対象数　県内８５市町村

　回収数　８５

　回収率　１００％

３．調査対象
　
　県内市町村

１．調査の目的
　
　県では、これまで平成１３年３月に策定した「ＮＰＯ活動の促進に関する行政方針」等に基
づいて、ＮＰＯ活動を促進するための取り組みを進めてきました。
　しかし、この間の社会状況の変化やＮＰＯの変化、また、ＮＰＯ施策の取り組みが進んだこ
となどにより、今後さらにＮＰＯ活動の促進を図っていくためには、現在の行政方針を見直
し、新たな視点や施策により取り組むことが必要となってきました。
　そこで、今回、各市町村のＮＰＯ活動に対する支援やＮＰＯとの協働についての現状や課
題を把握し、行政方針見直しに当たっての参考とするため、「ＮＰＯ活動に関する支援状況
等調査」を下記のとおり実施しました。

２．調査時期
　
　平成１７年８月～９月
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１．ＮＰＯ（特定非営利活動法人、市民活動団体、ボランティア団体等）を所管する部署の有
    無
　ＮＰＯを所管している部署については、「この調査票にご回答いただいている部署で担当している」
が６７．１％であった。一方、「ないが、それぞれの分野の担当部署ごとに対応している」が２０．０％で
あった。

２．具体的な業務内容（１．で「この調査票に回答した部署でＮＰＯを所管している」に回答し
　　た自治体のみ）

　具体的な業務内容については、「外部や各部署からの問い合わせへの対応」（５８．８％）、「ＮＰＯ
に関する情報提供」（４９．４％）が多く、その他「研修などによるＮＰＯの理解促進」（２５．９％）、「ＮＰ
Ｏ関連施策の企画・検討」（２４．７％）であった。

この調査票にご回答い
ただいている部署で担

当している, 67.1%

それ以外の部署でも担
当している, 10.6%

ないが、それぞれの分
野の担当部署ごとに対

応している, 20.0%

その他, 2.4%

24.7%

15.3%

58.8%

49.4%

25.9%

18.8%

4.7%

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7

ＮＰＯ関連施策の企画・検討

各部署間のＮＰＯ関連施策の調整

外部や各部署からの問い合わせへの対応

ＮＰＯに関する情報提供

研修などによるＮＰＯの理解促進

ＮＰＯへの補助金や委託事業等の全庁的な把握

その他

【複数回答可】
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３．自治体内のＮＰＯの実態把握の状況

４．自治体でのＮＰＯ活動に対する支援についての考え

　自治体内のＮＰＯの実態把握の状況については、「ＮＰＯの実態調査を行ったことがある」（１４．
１％）、「ＮＰＯの実態調査は行っていないが、別の方法で把握している」（２３．５％）、でＮＰＯの実態
を何らかの形で把握している自治体は約４割であった。一方、「実態を把握していない」が過半数と
なった。

　自治体でのＮＰＯ活動に対する支援については、「積極的に支援していく」（１６．５％）、「必要に応
じて支援していく」（７２．９％）で約９割の市町村が支援の方向であった。一方で、「あまり必要性を感
じない」あるいは、「必要性はない」と考える自治体も合わせて約５％あった。

ＮＰＯの実態調査を
行ったことがある,

14.1%

ＮＰＯの実態調査は
行っていないが、予定

している, 3.5%

実態把握していない,
52.9%

その他, 5.9%

ＮＰＯの実態調査は
行っていないが、別の
方法で把握している,

23.5%

積極的に支援していく,
16.5%

必要に応じて支援して
いく, 72.9%

あまり必要性を感じな
い, 3.5%

必要性はない, 1.2%

わからない, 5.9%
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５．ＮＰＯ活動の支援に関する条例や基本方針等策定状況

６．ＮＰＯの育成・支援を目的とした補助金の有無

７．補助先を公募しているものの有無（６．で「ある」に回答した自治体のみ）

　ＮＰＯ活動の支援に関する条例や基本方針等策定状況については、「策定している」（７．１％）、
「策定していないが、今後予定している」（１８．８％）を合わせると約４分の１であった。一方、「策定し
ておらず、策定する予定もない」が６５．９％であった。

　ＮＰＯの育成・支援を目的とした補助金の有無については、「ある」（１０．６％）、「検討中」（２．４％）
となった。一方「ない」が８５．９％となった。

　補助先を公募しているものの有無については「ある」が５５．６％、一方、「ない」が４４．４％であっ
た。

策定している, 7.1%

策定していないが、
今後予定している,

18.8%

策定しておらず、策定
する予定もない, 65.9%

その他, 8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある, 10.6%

検討中, 2.4%

ない, 85.9%

その他, 1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある, 55.6% ない, 44.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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８．ＮＰＯを対象にした融資制度の有無

９．ＮＰＯ支援を目的とした基金の有無

１０．ＮＰＯ活動を支援する情報提供システムの有無

　ＮＰＯ支援を目的とした基金の有無については「ある」が５．９％となった。一方、「ない」が９２．９％と
なった。

　ＮＰＯ活動を支援する情報提供システムの有無については「ある」（５．９％）、「検討中」（８．２％）と
なった。一方、「ない」が８０．０％となった。

　ＮＰＯを対象にした融資制度の有無については「ある」自治体が０で、「検討中」が１．２％となった。
一方、「ない」が９８．８％でほとんどの自治体は融資制度を考えていない。

ある, 0.0%検討中, 1.2%

ない, 98.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある, 5.9%

ない, 92.9%

その他, 1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある, 5.9%

検討中, 8.2%

ない, 80.0%

その他, 5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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１１．ＮＰＯ活動の拠点となる場所（ＮＰＯの事務所等）の提供の有無

１３．職員を対象としたＮＰＯについての研修実施の有無

　ＮＰＯを対象とした、ＮＰＯ活動や組織運営に関する相談やマネジメント能力向上のための研修実
施の有無について「行っている」（８．２％）、「検討中」（３．５％）となった。一方、「行っていない」は８
３．５％となった。

　職員を対象としたＮＰＯについての研修実施の有無については「行っている」（２０．０％）、「検討
中」（３．５％）となった。一方、「行っていない」が７１．８％となった。

　ＮＰＯ活動の拠点となる場所（ＮＰＯの事務所等）の提供の有無については「行っている」（９．４％）、
「検討中」（４．７％）となった。一方、「行っていない」が８４．７％となった。

１２．ＮＰＯを対象とした、ＮＰＯ活動や組織運営に関する相談やマネジメント能力向上のため
　　　の研修実施の有無

行っている, 9.4%

検討中, 4.7%

行っていない, 84.7%

その他, 1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている, 8.2%

検討中, 3.5%

行っていない, 83.5%

その他, 4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている, 20.0%

検討中, 3.5%

行っていない, 71.8%

その他, 4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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１４．ＮＰＯサポートセンター（ＮＰＯ活動を総合的に支援するセンター）設置の有無

１５．サポートセンターの運営について（１４．で「設置している」と回答した自治体のみ）

１６．ＮＰＯ法人に対する地方税の減免措置の有無
　ＮＰＯ法人に対する地方税の減免措置をしている自治体について、「法人市町村民税の均等割」
（４０．０％）、「軽自動車税」（８．２％）、「固定資産税」（５．９％）となった。一方、「ない」自治体も５５．
３％と過半数を占めた。

　ＮＰＯサポートセンター（ＮＰＯ活動を総合的に支援するセンター）設置の有無については「設置し
ている」（７．１％）、「検討中」（９．４％）となった。一方、「設置予定はない」が７４．１％となった。

　サポートセンターの運営については「自治体が直接運営している」が６６．７％となった。その他、「自
治体からの補助」が１６．７％となった。

【複数回答可】

40.0%

5.9%

3.5%

8.2%

0.0%

55.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

法人市町村民税の均等割

固定資産税

都市計画税

軽自動車税

その他

ない

設置している, 7.1%

検討中, 9.4%

設置予定はない, 74.1%

その他, 9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自治体が直接運営して
いる, 66.7%

自治体からの補助,
16.7%

その他, 16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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１８．ＮＰＯ活動に対する支援を行う上での課題や障害

１７．ＮＰＯ活動を支援することによって期待される効果（ＮＰＯ活動に対する支援策を行って
　　　きた自治体のみ）
　ＮＰＯ活動を支援することによって期待される効果については「市民の多様なニーズに対応した
サービスを提供するＮＰＯが増える」が３２．９％と１番多く、次いで、「自治体が行う事業への市民参加
の機会の提供につながる」（２８．２％）、「地域住民のＮＰＯに対する理解が促進される」（２７．１％）と
なった。

　ＮＰＯ活動に対する支援を行う上での課題や障害については「予算の不足」が４９．４％と１番多く、
次いで、「自治体がどこまで支援すべきかわからない」（４５．９％）、「職員のＮＰＯへの理解の不足」
（４４．７％）となった。

【複数回答可】

14.1%

18.8%

24.7%

27.1%

17.6%

28.2%

7.1%

5.9%

11.8%

11.8%

20.0%

15.3%

2.4%

32.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

ＮＰＯの数が増える

自治体のサービスの質が向上する

市民の多様なニーズに対応したサービスを提供するＮＰＯが増える

ＮＰＯの担い手や支援者が増える

地域住民のＮＰＯに対する理解が促進される

庁内におけるＮＰＯへの理解が促進される

自治体が行う事業への市民参加の機会の提供につながる

地域経済が活性化される

雇用が促進される

住民に多様な生き方の選択肢を提供することができる

ＮＰＯに参加している住民の満足度を向上させる

住民自治の強化につながる

自治体の事業委託の実施主体となる

その他

【複数回答可】

23.5%

12.9%

30.6%

32.9%

45.9%

34.1%

44.7%

49.4%

38.8%

20.0%

18.8%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ＮＰＯのニーズがつかめない

支援すべきＮＰＯがいない

ＮＰＯの行政依存につながるおそれがある

ＮＰＯ支援の効果が測りにくい

自治体がどこまで支援すべきかわからない

庁内の役割分担が明確でない

職員のＮＰＯへの理解の不足

予算の不足

担当職員の不足

ＮＰＯに限定した支援策を進めることが、自治体の公平性の点から疑問が
ある

県と市町村の役割分担が明確でない

その他
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２０．ＮＰＯとの協働を行う上での指針や基準の策定状況
　ＮＰＯとの協働を行う上での指針や基準を策定している自治体は「すべての分野に共通する指針や
基準を策定している」（１．２％）と「特定の分野で適用する指針や基準を策定している」（１．２％）を合
わせて２．４％にすぎない。また、「現在、指針や基準の策定について検討している」が１０．６％で
あった。一方、「策定していない」が８５．９％となった。

１９．実施している協働（ＮＰＯと行政とが、共通する目的の実現に向けて、対等な立場で協
　　　力・連携すること）の形態について、該当する番号すべてに○をつけてください。
　実施している協働の形態については、「行政への事業協力」（４１．２％）、「行政からの事業委託」
（４０．０％）、「行政との事業共催」（３７．６％）が多かった。

【複数回答可】

18.8%

27.1%

37.6%

29.4%

1.2%

30.6%

40.0%

41.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

行政の政策立案、事業企画等への参画（審議会・協議会等の委員参
画、ＮＰＯからの政策・事業の提案等）

行政との情報交換、意見交換等

行政からの事業委託

行政との事業共催（ＮＰＯと行政とが共同して、事業の企画や運営、実
施に当たる形態）

行政への事業協力（行政が主体的に行う事業や公共的・社会的な事業
への協力等）

行政からの補助

その他

協働は行っていない

策定していない, 85.9%

すべての分野に共通
する指針や基準を策

定している, 1.2%

その他, 1.2%

特定の分野で適用す
る指針や基準を策定し

ている, 1.2%

現在、指針や基準の
策定について検討して

いる, 10.6%

10 



２１．ＮＰＯとの協働を行う上での協定書等を締結している事業の有無

２２．協働する上でのＮＰＯ側の課題について

　ＮＰＯとの協働を行う上での協定書等を締結している事業の有無については「契約書以外に協定
書を締結している事業がある」（３．５％）、「契約書の形を変えて協定書を締結している事業がある」
（２．４％）とあわせて５．９％となった。一方、「協定書は締結していない」が８２．４％となった。

　協働する上でのＮＰＯ側の課題については「団体の組織運営能力の向上」が５０．６％と１番多く、
次いで、「行政に依存しない体制」（４２．４％）、「行政の制度やルールなどを理解すること」（２８．
２％）となった。

【複数回答可】

8.2%

25.9%

18.8%

50.6%

10.6%

28.2%

14.1%

21.2%

42.4%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企画力の向上

人材の育成

専門知識やノウハウの蓄積

団体の組織運営能力の向上

団体に関する情報公開を進めること

行政の制度やルールなどを理解すること

ＮＰＯ間やＮＰＯ以外の団体とのネットワークの形成

事業実施にあたっての適切な進行管理

行政に依存しない体制

その他

協定書は締結してい
ない, 82.4%

その他, 11.8%

契約書以外に協定書
を締結している事業が

ある　　　　　, 3.5%

契約書の形を変えて
協定書を締結している

事業がある　　　　,
2.4%
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２３．協働する上での自治体側の課題について

２４．協働相手のＮＰＯを選定する判断基準について
　協働相手のＮＰＯを選定する判断基準については「事業の実施能力で判断する」（７４．１％）、「活
動実績で判断する」（６９．４％）が多かった。

　協働する上での自治体側の課題については「ＮＰＯに対する理解を深める」（４９．４％）、「ＮＰＯとの
対等なパートナーシップをつくる」（４１．２％）であった。その他、「協働事業に関する手続きを明確に
する」と「協働事業の成果に対する評価の基準を明確にする」が２７．１％となった。

【複数回答可】

49.4%

41.2%

25.9%

22.4%

12.9%

27.1%

20.0%

8.2%

27.1%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ＮＰＯに対する理解を深める

ＮＰＯとの対等なパートナーシップをつくる

協働事業に関する窓口を明確にする

協働事業に関する支援プログラム等を策定する

協働事業に関する情報を積極的に公開する

協働事業に関する手続きを明確にする

事業実施の企画段階からＮＰＯと協働する

広報・普及活動をする

協働事業の成果に対する評価の基準を明確にする

その他

【複数回答可】

2.4%

25.9%

69.4%

28.2%

74.1%

3.5%

3.5%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

法人格の有無で判断する

定款や規約で定める活動内容で判断する

活動実績で判断する

行政との協働実績で判断する

事業の実施能力で判断する

財政状況で判断する

会員数や事務局体制で判断する

その他
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２５．今後のＮＰＯとの協働の見込み

●企画段階からの協働

　今後のＮＰＯとの協働の見込みについては「協働を増やす方向で検討している」（３８．３％）、「協働
を増やす予定である」（７．１％）で、協働に前向きな自治体は４割強であった。一方、「特に検討して
いない」が４４．７％となった。

２６．企画段階や評価段階でのＮＰＯとの協働について（「ＮＰＯへの事業委託」「ＮＰＯとの事
　　　業共催」「ＮＰＯとの事業協力」を行っている自治体のみ）

　企画段階からの協働については「一部の事業で、事業の企画段階から協働している」（５０．０％）、
「ほとんどの事業で企画段階から協働している」（１４．０％）で、あわせて６割強の自治体が何らかの
形で企画段階からの協働に取り組んでいる。一方、「事業の企画段階から協働している事業はない」
が２８．０％となった。

協働を増やす予定で
ある, 7.1%

協働を増やす方向で
検討している, 38.8%特に検討していない,

44.7%

その他, 5.9%

現状程度が妥当と考
えている, 3.5%

一部の事業で、事業
の企画段階から協働

している, 50.0%

事業の企画段階から
協働している事業はな

い, 28.0%

その他, 8.0%

ほとんどの事業で、事
業の企画段階から協

働している, 14.0%
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●評価段階での協働
　評価段階での協働については「一部の事業で、事業実施後の評価段階でも協働している」（３２．
７％）、「ほとんどの事業で、事業実施後の評価段階でも協働している」（２．０％）で、あわせて３割強
の自治体が何らかの形で評価段階での協働を実施している。一方、「事業実施後の評価段階で協働
している事業はない」が５７．１％となった。

２７．ＮＰＯに事業委託する際及びその結果、受託者となったＮＰＯに対して感じた不満につ
　　　いて（「ＮＰＯへの事業委託」を行っている自治体のみ）
　ＮＰＯに対して感じた不満については「事務処理能力に問題があった」が３５．３％となった。その
他、「人材及び人員が不足していた」と「期待したサービスや成果の質・量が不十分だった」が２３．
５％となった。一方、「不満はなかった」が３２．４％となった。

事業実施後の評価段
階で協働している事業

はない, 57.1%

その他, 8.2%

ほとんどの事業で、事
業実施後の評価段階

でも協働している,
2.0%

一部の事業で、事業
実施後の評価段階で
も協働している, 32.7%

【複数回答可】

35.3%

5.9%

17.6%

23.5%

23.5%

2.9%

11.8%

14.7%

32.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

事務処理能力に問題があった（見積書、事業報告書、会計報告書などの
作成や提出等）

ＮＰＯと日常的な連絡をとるのに苦労した

自治体への過度の依存が生まれた

人材及び人員が不足していた

期待したサービスや成果の質・量が不十分だった

仕様の内容が軽視された

事業の目的や意図をＮＰＯが理解してくれなかった

その他

不満はなかった
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２９．ＮＰＯと行政との協働が進むことによる公共・社会サービス全体への効果

　今後ＮＰＯへの事業委託を進めていく上での課題については「委託にあたって、ＮＰＯと十分な調
整を行うこと」が６７．６％と１番多く、次いで、「成果を明確にする」（５０．０％）、「目的を明確にする」
（４７．１％）となった。

　ＮＰＯと行政との協働が進むことによる公共・社会サービス全体への効果については「市民の多様
なニーズへの対応が可能となる」が６０．０％と１番多く、次いで、「行政が実施する事業やサービスへ
の市民参加が促進される」（４８．２％）、「行政が実施する事業やサービスの見直しが進む」（４１．
２％）となった。

２８．今後ＮＰＯへの事業委託を進めていく上での課題（「ＮＰＯへの事業委託」を行っている
　　　自治体のみ）

【複数回答可】

47.1%

35.3%

32.4%

0.0%

17.6%

67.6%

50.0%

38.2%

38.2%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

目的を明確にすること

委託先のＮＰＯの選定基準を明確にすること

企画提案方式や公募方式を採用すること

入札保証金や契約保証金を免除すること

委託料を前金払いや概算払いにすること

委託にあたって、ＮＰＯと十分な調整を行うこと

成果を明確にすること

評価方法の開発

自治体のＮＰＯに関する情報の蓄積及び理解の促進

その他

【複数回答可】

60.0%

10.6%

48.2%

20.0%

5.9%

41.2%

22.4%

18.8%

18.8%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

市民の多様なニーズへの対応が可能となる

サービスを受ける市民の満足度が向上する

行政が実施する事業やサービスへの市民参加が促進される

政策の意思決定への市民参加が促進される

市民の行政への依存傾向が弱まる

行政が実施する事業やサービスの見直しが進む

行政コストの削減が図られる

行政のスリム化が図られる

ＮＰＯが提供する公共・社会サービスが拡大する

その他
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（１）ＮＰＯの実態調査を行ったことがある（調査対象/調査時期）（１１市町村）

ＮＰＯ法人、任意団体、約７００団体を対象/平成１６年１１月

市内に事務所を有するＮＰＯ法人/平成１７年１月

任意に抽出した６０団体/平成１７年７月

市内活動ボランティア団体/平成１５年８月

庁内で把握するボランティア団体等/平成１４年７月

市民活動団体/平成１４年度

各部課所関連の市民活動団体/平成１２年度

市内で活動しているＮＰＯ団体/平成１６年１０月

市内ＮＰＯ（法人を含む）/平成１４年度～　毎年度１回

市内ＮＰＯ団体/平成１６年４月

市民活動団体/平成１６年度

（２）ＮＰＯの実態調査は行っていないが、予定している（調査対象/調査時期）（３市町村）

合併後の市民活動団体/平成１７年１０月下旬

市内ＮＰＯ団体、ボランティア団体/調査時期未定

主に市内を拠点とする団体/今年度中

（３）ＮＰＯの実態調査は行っていないが、別の方法で把握している（具体的な方法）（１４市町村）

当施設利用登録により把握

県のホームページや県の調査

秩父地域創造センターからの資料の提供による

庁内各課に対して関連するボランティア団体等の調査を実施（Ｈ１４）

埼玉県のホームページ、埼玉県発行のガイドブック、市社会福祉協議会発行のガイドブック等

埼玉県ＮＰＯ情報ステーションの情報による

委託事業や県からの情報をもとに把握

ボランティアセンターからの情報収集による

町とＮＰＯとの意見交換などによる

県等で把握しているものを利用

県の調査や直接ＮＰＯ団体から情報取得

自己申請によるボランティア登録

県のホームページにて把握

（４）その他（４市町村）

「つながリスト」や県のホームページなどでＮＰＯ団体の把握を行っている

長瀞町

越生町

八潮市

吹上町

桶川市

坂戸市

北本市

鴻巣市

杉戸町

妻沼町

羽生市

志木市

戸田市

本庄市

秩父市

行田市

川口市

新座市

狭山市

越谷市

上尾市

春日部市

埼玉県北部地域創造センター本庄支所作成の管内ＮＰＯ法人活動状況に関する訪問調査結果関
連資料による

上里町

神川町

加須市

飯能市

所沢市

川越市

さいたま市

３．自治体内ＮＰＯの実態把握状況

記述回答
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障害者生活サポート事業を委託するＮＰＯのみ調査

（１）策定している（名称/策定予定時期）（５市町村）

”助け合い温もりのまちづくり”ＮＰＯとの協働推進要網/平成１６年１２月

第４次春日部市総合振興計画/平成１３年３月

戸田市市民活動推進基本方針/平成１５年３月

志木市市民との協働による行政運営推進条例/平成１５年６月１日

第４次総合振興計画/平成１３年９月策定

（２）策定していないが、今後予定している（策定予定時期/内容）（７市町村）

予定時期未定/市民活動の推進､市民と行政の協働に関する指針

予定時期未定/市民活動支援指針

平成１８年/内容未定

平成１９年４月/久喜市市民活動支援条例（仮称）

今年度中/内容未定

平成１７年度/平成１５年度末に中間報告書を策定

平成１９年度/内容未定

（３）その他（６市町村）

協働､支援のあり方について検討中である

策定していない

狭山市総合振興計画でコミュニティ活動促進の施策として盛り込んでいる

検討中

今後,支援体制の充実を図るうえで、検討していく

（１）ある（補助金名称/趣旨主な内容）（８市町村）

加須市地域市民活動支援補助金/自主的な活動のサポートのための事業費補助

鴻巣市市民活動資金助成/要網参照

平成１８年度で検討し、１９年度実施予定/趣旨未定

和光市市民活動支援事業補助金交付要綱（案）/団体補助型事業補助型和光市

戸田市

草加市

鴻巣市

加須市

６．ＮＰＯの育成支援を目的とした補助金

川口市

草加市ふるさとまちづくり応援基金/草加市内で活動を行っている団体を対象に、公開プレゼンテー
ション公開審査を行い、助成先の決定を行う

市民提案夢づくり助成金/市民の自主的な社会貢献活動を支援するために、地域や社会の課題に
新たに取り組む事業に対し交付するもので、プレゼンテーション、市民審査を経て助成金が決定さ
れる

幸手市

入間市 支援に関するものではないが、協働推進指針を策定予定である。それに基づき必要により考慮する

羽生市

狭山市

行田市

川越市

栗橋町

上福岡市

坂戸市

久喜市

桶川市

朝霞市

飯能市

さいたま市

志木市

戸田市

春日部市

秩父市

５．ＮＰＯ活動の支援に関する条例や基本方針等策定状況

平成１５年度に久喜市非営利公益市民活動支援検討懇話会により市内の把握できている市民活動
団体対象のアンケート調査を実施したことがある

玉川村

久喜市

ＮＰＯ活動推進課のホームページを見たり、直接の問い合わせにより、市内ＮＰＯの把握に努めてい
る

蕨市
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１８年度～/趣旨未定

鷲宮町補助金等交付取扱要網/補助金等に係る事務の適正な運営を図る

（２）検討中（予定時期）（２市町村）

平成１８年度で検討し、１９年度実施予定

１８年度～

（３）その他（１市町村）

町の補助金制度

ある（名称）（３市町村）

市民提案夢づくり助成金

鴻巣市市民活動資金助成

草加市ふるさとまちづくり応援基金

検討中（予定時期）（１市町村）

補助制度か融資制度かを平成１８年度に検討する

ある（基金名称/趣旨主な内容）（５市町村）

市民活動支援基金条例/条例を参照

草加市ふるさとまちづくり応援基金

（１）ある（名称/URL）（４市町村）

飯能市ホームページ/http://www.city.hanno.saitama.jp

戸田市民活動支援サイト/http://todasimin.net

ボランティア活動リスト　ホームページ
/http://www.city.shiki.lg.jp/html/cityinfo/npovolunteerkatsudoulist/top.htm

坂戸市

戸田市

皆野町

川口ボランティアサポートステーションホームページ
/http://www.city.kawaguchi.saitama.jp/volunteer

戸田オール基金/当市で支援している地域通貨戸田オール運営委員会では市民活動団体を対象
に基金を設けている

川口市ボランティア人づくり基金/ボランティア活動の支援及び広く社会に貢献する人材に要する経
費財源に充てるため設置

草加市

鴻巣市

川口市

７．ＮＰＯを対象にした補助金のうち、補助先を公募しているもの

志木市

戸田市

飯能市

川口市

１０．ＮＰＯ活動を支援する情報提供システム

戸田市

草加市

鴻巣市

川口市

熊谷市

戸田市

８．ＮＰＯを対象にした融資制度

熊谷市まごころ運動推進基金/小学校区単位に設置されるコミュニティ活動組織の活動原資に充て
る

９．ＮＰＯ支援を目的とした基金

鷲宮町

坂戸市
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（２）検討中（予定時期）（２市町村）

今年度中

平成１８年４月

（３）その他（４市町村）

市民文化課のＨＰにて情報をリンク

市のＨＰで情報提供している

市のホームページにＮＰＯに関する情報提供

（１）行っている（名称）（５市町村）

クラブハウス２１

市民活動

入間市市民活動センター

学童保育活動のため、休園となった保育園施設

大利根町総合福祉会館

（２）検討中（予定時期）（２市町村）

平成１８年７月

平成１８年４月

（３）その他（１市町村）

場所につき検討済みであるが、体制が整っていない状況にある

（１）行っている（名称/内容対象）（６市町村）

ＮＰＯスタート講座/ＮＰＯの運営と経理ＮＰＯなんでも相談

まちづくり講座/地域の団体、ＮＰＯ等

ＮＰＯ相談/ＮＰＯへの申請や運営活動に係わるアドバイス等､市民

ＮＰＯ講座/ＮＰＯとは、法人手続き

ＮＰＯの基礎知識活動事例/栗橋町および近隣市町に在往の方、市民活動団体関係者

（２）検討中（予定時期）（１市町村）

Ｈ１７年度中

ＮＰＯ相談会、ＮＰＯ法人設立準備講座/ＮＰＯ法人の設立の仕方､運営方法について、ＮＰＯ法人
設立を考えてる団体

市のホームページに｢埼玉県ＮＰＯ情報ステーション」や内閣府のＮＰＯ関係ホームページなど、関連
ホームページへのリンクを設定

栗橋町

和光市

加須市

入間市

草加市

飯能市

川口市

１２．ＮＰＯを対象としたＮＰＯ活動や組織運営に関する相談やマネジメント能力向上のための研修

鳩ヶ谷市

上福岡市

川口市

大利根町

東秩父村

入間市

越谷市

１１．ＮＰＯ活動の拠点となる場所（ＮＰＯの事務所等）の提供

吉川市

加須市

秩父市

新座市

狭山市

上福岡市

坂戸市
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（３）その他（４市町村）

平成１５年度､市民団体等を対象にしたＮＰＯ入門講座を１回開催

市民向け研修(法人化など）を各団体へ通知

ＮＰＯの現状を把握した上で､必要に応じ実施して行きたい

コミュニティ協議会で昨年実施

（１）行っている（名称/内容対象回数等）（１４市町村）

ボランティアと行政/新規採用職員研修新規採用職員１回

県出前講座/対象：参事級以上、回数：平成１６年度１回

ＮＰＯ基礎講座(選択研修)/協働のすすめ４日間

「ＮＰＯと行政との協働について」/ＮＰＯ職員研修主任級以上年１回

ボランティアＮＰＯの基礎知識/ボランティア研修会職員、１回

新たな市民活動と行政の連携について/ＮＰＯ研修会対象：全職員回数：１回

（２）検討中（予定時期）（３市町村）

平成１８年度

今年度中に全職員（希望研修）対象に実施予定

平成１７年１０月に全職員対象に実施

（３）その他（４市町村）

昨年度実施した

平成１５年度「ＮＰＯと行政との協働について」と題した講演会を１回開催

毎年､市民と市職員を対象としたＮＰＯ講座を開催

平成１５年度実施

ＮＰＯの基礎知識、協働事業の先進事例に関する講演/ＮＰＯに関する職員研修会対象：職員回数：
１回

ＮＰＯ基礎講座/ＮＰＯの基礎知識、活動事例対象：栗橋町および近隣市町に在往の方、市民活動
団体関係者回数：１回

ＮＰＯ基礎講座/平成１４年度に広域行政(埼玉県川越都市圏まちづくり協議会）で研修、構成市町
村、１回

住民との協働によるまちづくりを進めるためには/住民と協働によるまちづくり研修希望者を対象：１
回

市民活動と協働に関する理解促進研修/庁内全課より１名選出､２１６名の職員を対象に、市民活動
の推進と市民と行政の協働についての理解促進を図るための基礎的な研修を講演形式により平成
１６年度１回開催し、今後も継続して行っていく予定

ＮＰＯ研修会「ＮＰＯと新しいまちづくり」/ＮＰＯ活動についての基礎/市職員１００名、自治会長１００
名平成１５年度に１回実施

ＮＰＯ基礎研修/ＮＰＯに関する基礎知識の講義など、全職員(専門職を除く)、年４回（平成１７年度
予定）

「ＮＰＯと行政との協働について」/ＮＰＯと行政との協働を進めるに際し、ふまえるべき考え方、行政
に求められる心構えや協働への留意点等を中心とした内容対象：全職員回数：平成１５年度１回開
催

菖蒲町

桶川市

狭山市

日高市

和光市

上尾市

秩父市

鶴ヶ島市

坂戸市

松伏町

栗橋町

三郷市

富士見市

八潮市

志木市

草加市

戸田市

入間市

さいたま市

１３．自治体内職員を対象としたＮＰＯについての研修

吉川市

鶴ヶ島市

桶川市

狭山市

川口市

川越市
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（１）設置している（名称/設置年月日）（７市町村）

さいたま市市民活動ひろば/平成１７年４月1日

川口ボランティアサポートステーション/平成１２年６月

鴻巣市市民活動推進コーナー/平成１６年７月１日

市民活動団体室/平成１３年９月

入間市市民活動センター/平成１６年４月

はすだＮＰＯプラザ/平成１４年３月

市民活動推進センター/平成１６年６月２６日

（２）検討中（予定時期）（５市町村）

平成２０年度以降

平成１８年６月開設予定

１９年度開設予定

平成１８年４月開設予定

（３）その他（６市町村）

社会福祉協議会にボランティアセンターあり

社会福祉協議会内にあるボランティアセンターで有る程度の機能を果たしている

平成１７年１０月１日に庄和町と合併し､新春日部市となるので、その後の検討となる

検討課題の一つとしては捉えているが､具体的な予定はない

その他（１市町村）

現在貸し館として直営で行っているが､来年度から公設市民運営とする予定

（１）法人市町村民税の均等割（減免対象の条件/内容）（３１市町村）

特定非営利活動法人/均等割の減免

納期限７日前までに減免申請書を提出。収益活動をしていないこと/５万円を限度に減免

特定非営利活動促進法により設立された特定非営利活動法人/均等割全額減税

税法上の収益事業を行わないもの/減免行田市

川口市

１６．ＮＰＯ法人に対する地方税の減免措置

熊谷市

川越市

さいたま市

１５．サポートセンターの運営について

鳩山町

新座市

入間市

少子化に伴い町立小学校の統合を行う予定であり、その場合の空き校舎を事務所として貸与するこ
とを検討している。但し、ＮＰＯサポートセンターのようにＮＰＯに特化した施設とはしない

ボランティアビューローはあるが、サポーター､コーディネーターがおらず体制が整っていない状況に
ある。

上福岡市

坂戸市

戸田市

鳩ヶ谷市

春日部市

東松山市

本庄市

川越市

鶴ヶ島市

蓮田市

入間市

さいたま市
平成１９年１０月竣工予定の浦和駅東口駅前再開発ビル内への(仮名）さいたま市市民活動サポート
センター開設に向け､導入機能など市民参加により検討中

越谷市

鴻巣市

川口市

さいたま市

１４．ＮＰＯサポートセンター（ＮＰＯ活動を総合的に支援するセンター）の設置

市税条例、市税条例規則により、公益上減免を必要とする法人等にＮＰＯ法人を明記/均等割額の
全額
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所沢市税条例の規定による/減免

収益事業を行っていない法人/減免

利益事業を行わないこと/免税

税務署が収益事業と認める活動をしているものを除く/均等割を全額減免

ＮＰＯ法人/均等割の全額免除

収益事業を行っていないＮＰＯ法人/均等割の減免

収益事業を行わないＮＰＯ法人で減免申請のあったもの/減免

収益事業を行っていないこと/減免

収益事業であるか、ないか/ない：免除、ある：法人税割額の対象として課税

収益事業を行っていないこと/全額免除

利益事業を行っていないこと/減免

特定非営利活動促進法第２条２項に規定する法人/減免

収益事業がないこと/申請に基づき減免

非収益活動法人/法人市民税の均等割の減免

詳細は「三郷市税減免取扱い要領」参照、以下固定資産税及び軽自動車税についても同様/減免

市内に事務所のあるＮＰＯ法人/国の法人税０円の場合均等割０円

特別の事由がある者/税法上の収益事業を行わないもの

収益事業を行わないこと/均等割の免除

吉川市税条例第５１条/税法上の収益事業を行わないもの

特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する法人/全額免除

特定非営利活動促進法第２条第２項に規定/均等割５０，０００円を免除

税法上の収益事業を行わないもの/所得割の含め､減免

民法第３４条の公益法人であること/課税免除

税法上の収益事業を行わないもの/減免

（２）固定資産税（減免対象の条件/内容）（４市町村）

特に条件等は定めてないが､申請のあった段階で検討をしている/減免

特定非営利活動促進法第２条２項に規定する法人/減免

（３）都市計画税（減免対象の条件/内容）（３市町村）

特に条件等は定めてないが､申請のあった段階で検討をしている/減免

特定非営利活動促進法第２条２項に規定する法人/減免志木市

上里町

川口市

春日部市

特定非営利活動促進法により設立された特定非営利活動法人/本来のＮＰＯ事業に供する部分（有
料部分などは除く）全額減免

前記した均等割のみを納付する法人が所有し､同法人が活動を営む上で最小限度の土地、家屋等
に限る/減免率１００％

川口市

杉戸町

鷲宮町

白岡町

上里町
特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する法人で、均等割（５万円）のみを納付する法人（利
益事業を行わない場合に限り免税の特別措置を認める法人）とする/減免率１００％

川島町

小川町

吉川市

日高市

鶴ヶ島市

坂戸市

三郷市

富士見市

久喜市

新座市

志木市

朝霞市

ＮＰＯ法人で申請をした法人/１７年度減免実施は１団体､地方税法第３２３条及び久喜市税条例第５
１条第１項第５号の規定に基づく

入間市

越谷市

上尾市

鴻巣市

春日部市

東松山市

本庄市

加須市

飯能市

所沢市

志木市

春日部市

特定非営利活動促進法により設立された特定非営利活動法人/本来のＮＰＯ事業に供する部分（有
料部分などは除く）全額減免
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（４）軽自動車税（減免対象の条件/内容）（６市町村）

市税条例で、公益のために直接専用する軽自動車等（ＮＰＯ法人に限らない）/全額減免

収益事業を行っていないこと/減免

特定非営利活動促進法第２条２項に規定する法人が専用する軽自動車/減免

前記した均等割のみを納付する法人が所有し、かつ専用する軽自動車/減免率１００％

事業の内容に公益性があると判断した場合/減免

（その他）（２市町村）

（１）すべての分野に共通する指針や基準を策定している（名称/策定時期）（１市町村）

職員のための市民参加協働の考え方/平成１６年３月

（２）特定の分野で適用する指針や基準を策定している（名称/策定時期）（１市町村）

（３）現在、指針や基準の策定について検討している（策定予定時期/内容）（９市町村）

予定時期未定/市民活動の推進､市民と行政の協働に関する指針

予定時期未定/市民活動支援指針

Ｈ１７年度中/市民との協働のまちづくり推進方針

平成１８年度/ＮＰＯ協働まちづくり推進計画書

平成１８年４月/ＮＰＯ、市民活動団体と市との協働のあり方（指針）の検討作成

平成１８年度/内容未定

今年度中/内容未定

平成１９年度/内容未定

その他（６市町村）

ＮＰＯと協働する担当課に委ねている

アダプト事業での合意書

通常の委託契約をしている事業はある春日部市

加須市

さいたま市

１８．ＮＰＯ活動に対する支援を行う上での課題や障害

２０．ＮＰＯとの協働を行う上での留意点や方法などをまとめた指針や基準の策定

志木市
①志木市市民公益活動団体（行政パートナー）に対する発注指針②志木市市民との協働による行
政運営推進条例施行規則/①平成１６年３月１日②平成１５年５月２３日

さいたま市
特定の分野のＮＰＯ活動に対して支援を行うことより、その分野で活動を行っているＮＰＯが他よりも
優れているという印象を与えてしまうこと

白岡町

上里町

草加市

上尾市

加須市

飯能市

さいたま市

平成１９年４月/協働推進指針(市民と行政との役割や責任を分かち合う協働関係のあり方に対する
指針）

協働事業を行うにあたって協定書について市として統一的な基準がないため、各担当部署で個々
に対応している

２１．ＮＰＯとの協働を行う上で、協定書を締結している事業の有無

栗橋町

坂戸市

朝霞市

入間市

越谷市

秩父市

志木市

上尾市

さいたま市

川口市
特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する特定非営利活動法人が所有し、かつ、専ら公益事
業の供する軽自動車等/全額減免
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確認書を締結している

該当する事業がない

その他（３市町村）

協働事業の準備実施等におけるＮＰＯのさらなる自主自立性

課題の把握をしていない

２３．協働する上での自治体側の課題

その他（１市町村）

協働事業の準備実施等において、よりＮＰＯに任せられるようにすること

その他（１市町村）

判断基準がない

２５．今後のＮＰＯとの協働の見込み

その他（５市町村）

平成１７年１０月１日に庄和町と合併し､新春日部市になるので､その後の検討となる

市民協働の必要性は大であるが､現在の業務ごとの検証が必要である

今後､協働して行く方向で検討する

＊企画段階からの協働

その他（３市町村）

市として統一した基準がなく、各部署で対応している

調整のみを担当しているので、把握はしていない

評価段階に到達していない

＊評価段階での協働

その他（２市町村）

市として統一した基準がなく、各部署で対応している

調整のみを担当しているので､把握はしていない

その他（４市町村）

調整のみを担当しているので､把握はしていない

業務の運営に多少不慣れな場面があった

委託者と受託者の関係を保持するのに難しい

事業内容がニーズに合わなかった

２７．受託者となったＮＰＯに対する不満な点

２６．企画段階や評価段階でのＮＰＯとの協働

長瀞町

２４．協働相手のＮＰＯを選定する際優先する判断基準

久喜市

毛呂山町

新座市

新座市

２２．協働する上での協働相手（ＮＰＯ）側の課題

協働事業数の増減の予定はないが、準備実施等において、よりＮＰＯに任せることができるよう検討
希望

嵐山町

新座市

志木市

坂戸市

草加市

飯能市

秩父市

秩父市

さいたま市

春日部市

毛呂山町

小川町

秩父市

さいたま市
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その他（１市町村）

今後指針の内容を検討する上で精査する予定草加市

２８．今後のＮＰＯへの事業委託を進めていく上での課題
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